
事業承継の取り組み 

湯梨浜町産業振興課 

資料6 



Q. 後継者候補はいますか？ 

全国の事業承継の状況 （資料：中小企業庁委託調査結果など） 

• 鳥取県内の12月の有効求人倍率は26年ぶりに1.70倍に到達。雇用情勢は確
実に改善傾向にある。 

• 企業は深刻な人手不足に悩まされる状態が続いている。 
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（資料：鳥取労働局） 

（参考）雇用情勢の推移 
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事業承継に向け事業者の取り組みの理解不足、情報不足があるのでは？ 

（資料：事業承継アンケート調査結果報告書（鳥取県中部商工会産業支援センター、県中部商工会）） 

1. 経営者の平均引退年齢 ～延び続ける中小企業の経営者年齢～ 
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2. 経営者高齢化の背景に後継者不足 ～廃業を考える経営者の3割に後継者がいない～ 

Q.  後継者に引き継ぎを行う時間が
十分あると考えていますか？ 

Q. 事業の引き継ぎを進めない
明確な理由がありますか？ 
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 中小企業の経営者年齢の分布（年代別） 
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山が高年齢層へ移動 

 中小企業の平均引退年齢の推移 
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 60歳以上の経営者の50%が廃業を予定している。 

（廃業を予定している理由） 

「当初から自分の代でやめようと思っていた」（38.2%） 

「子どもに継ぐ意思がない」（12.8%） 

「子どもがいない」（9.2%） 

「適当な後継者が見つからない」（6.6%） 

28.6% 

後継者の確保が難しいと 

回答する経営者は約3割。 

3. 事業承継への取り組みを先送りしている ～事業承継には5年から10年もかかる～ 
 事業承継を先送りしてしまう背景 

 ①日々の経営で精一杯 ②何から始めればよいかわからない ③誰に相談すればよいのかわからない 

小規模事業者 

中規模事業者 

後継者の育成期間を踏まえ、60歳ごろには事業承継の準備をスタートすべき 

（万人） （歳） 



事業承継に向けたステップ 

湯梨浜町の制度 A市の制度 B町の制度 

奨励金の申請者 事業者 

 

雇用者 雇用者 

対象雇用者の条件 • 町民 

• 雇用期間の定めなし 

• 就職後6カ月勤務 
• 国、地方公共団体、一
般社団法人などの勤務
でないこと 

• 学校を卒業または中退
してから3年以内の市民 

• 雇用期間の定めなし 

• 就職後1年間勤務 

• 市内に3年以上居住 
• 国、地方公共団体、一
般社団法人などの勤務
でないこと 

 

• 学校を卒業または中退
してから1年以内の30歳
未満の町民または転入
してから1件以内の40歳
未満の町民 

• 雇用期間の定めなし 

• 就職後6カ月勤務 

• 町内に3年以上居住 
• 国、地方公共団体、一
般社団法人などの勤務
でないこと 

 

対象事業者の条件 • 町内事業者 

 

• 市内事業者 • 町内または通勤可能な
町外の事業所 

• 自営業または家業継承
のために従事 

• 農林水産業に従事 

 

奨励金額 20万円（新卒者は30万円） 

 

3万円（就活学生登録者は5

万円） 

10万円 

• 湯梨浜町と他市町の制度の比較。特筆すべき相違点を赤い文字としている。 

雇用奨励金制度の比較 

①事業承継に向けた準備の必要性の認識 

②経営状況・経営課題等の把握（見える化） 

③事業承継に向けた経営改善（磨き上げ） 

④事業承継計画策定 ④マッチング実施 

⑤事業承継の実行 ⑤M&A等の実行 

ポスト事業承継（成長・発展） 

親族内・従業員承継 社外への引き継ぎ 

鳥取県事業承継ネットワーク 

身近な支援者 
（金融機関、商工会） 

専門的な支援者 
（税理士、弁護士） 

国の支援機関 
（事業引継ぎ支援センター） 

身近な支援者 

• 事業承継ニーズの掘り起こし 

専門的な支援者 

• 見える化・磨き上げ、 

• 事業承継計画の策定 

• 法務・税務等の専門支援 

国の支援機関 

• 抱える課題に応じて支援 

支援状況の共有 

支援状況の共有 

各種補助制度の 

支援範囲 



事業承継の支援体制のイメージ 

湯梨浜町の制度 A市の制度 B町の制度 

奨励金の申請者 事業者 

 

雇用者 雇用者 

対象雇用者の条件 • 町民 

• 雇用期間の定めなし 

• 就職後6カ月勤務 
• 国、地方公共団体、一
般社団法人などの勤務
でないこと 

• 学校を卒業または中退
してから3年以内の市民 

• 雇用期間の定めなし 

• 就職後1年間勤務 

• 市内に3年以上居住 
• 国、地方公共団体、一
般社団法人などの勤務
でないこと 

 

• 学校を卒業または中退
してから1年以内の30歳
未満の町民または転入
してから1件以内の40歳
未満の町民 

• 雇用期間の定めなし 

• 就職後6カ月勤務 

• 町内に3年以上居住 
• 国、地方公共団体、一
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でないこと 

 

対象事業者の条件 • 町内事業者 

 

• 市内事業者 • 町内または通勤可能な
町外の事業所 

• 自営業または家業継承
のために従事 

• 農林水産業に従事 

 

奨励金額 20万円（新卒者は30万円） 

 

3万円（就活学生登録者は5

万円） 

10万円 

• 湯梨浜町と他市町の制度の比較。特筆すべき相違点を赤い文字としている。 

雇用奨励金制度の比較 
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Q. 後継者候補はいますか？ 

県中部の事業承継の状況 （資料：事業承継アンケート調査結果報告書） 

• 鳥取県内の12月の有効求人倍率は26年ぶりに1.70倍に到達。雇用情勢は確
実に改善傾向にある。 

• 企業は深刻な人手不足に悩まされる状態が続いている。 
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（資料：鳥取労働局） 

（参考）雇用情勢の推移 
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事業承継に向け事業者の取り組みの理解不足、情報不足があるのでは？ 

 経営者の年齢構成（湯梨浜町内事業者の結果） 
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経営者の年齢60歳以上の割合 

＝269事業者÷435事業者 

＝61.8% 

 意識調査（県中部4町の事業者の結果） 

Q.  後継者に引き継ぎを行う時間が
十分あると考えていますか？ 

Q. 事業の引き継ぎを進めない
明確な理由がありますか？ 



事業者側に必要なこと 

• 後継者を次期経営者として必要な能力を備えた人物として育成することに
は期間を要する。 

• 事業用資産や経営資源の承継も十分な時間を取って計画的に進める必要が
ある。 

 

①事業承継に向けた準備の必要性の認識を持つために 

• 鳥取県内の12月の有効求人倍率は26年ぶりに1.70倍に到達。雇用情勢は確
実に改善傾向にある。 

• 企業は深刻な人手不足に悩まされる状態が続いている。 
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（資料：鳥取労働局） 

（参考）雇用情勢の推移 

身近な専門家や支援機関に相談して準備を進めること 

支援者側に求められること 

• 広範囲かつ専門的な知識・経験を必要とすることに加え、プライベートな
領域に踏み込まざるを得ないことから受け身になりがち。 

• 事業承継への取り組みは経営者本人の自覚にゆだねられるが、日常の多忙
さ等から対応が後手に回りがちになることが多い。 

事業承継に取り組むきっかけを提供していくこと 


